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議案第  号 

 
令和５年度千早赤阪村下水道事業特別会計予算 

  

令和５年度千早赤阪村の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２９１，９３１千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 230 条第 1 項の規定により起

こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還

の方法は、「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は、３０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じ

た場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

令和５年３月  日提出 

 

千早赤阪村長 南本  斎   
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　１　歳　入 (単位 : 千円)

1 分担金及び負担金 625

1 分担金 2

2 負担金 623

2 使用料及び手数料 47,570

1 使用料 47,570

3 国庫支出金 29,650

1 国庫補助金 29,650

4 繰入金 136,784

1 繰入金 136,784

5 諸収入 2

1 村預金利子 1

2 雑入 1

6 村債 77,300

1 村債 77,300

291,931

款 項 金　　　額

 第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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　２　歳　出 (単位 : 千円)

1 下水道費 175,026

1 下水道総務費 23,902

2 下水道建設費 85,917

3 下水道管理費 65,207

2 公債費 116,805

1 公債費 116,805

3 予備費 100

1 予備費 100

291,931

款 項 金　　　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 

　１　歳　入 (単位 : 千円)

1 分担金及び負担金 625

1 分担金 2

2 負担金 623

2 使用料及び手数料 47,570

1 使用料 47,570

3 国庫支出金 29,650

1 国庫補助金 29,650

4 繰入金 136,784

1 繰入金 136,784

5 諸収入 2

1 村預金利子 1

2 雑入 1

6 村債 77,300

1 村債 77,300

291,931

款 項 金　　　額

 第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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第　２　表　　地 方 債

千円

公 共 下 水 道 事 業 ３６,５００

年 ５．０％以内

流 域 下 水 道 事 業 ３,０００

資 本 費 平 準 化 ３０,３００

公 営 企 業 適 用 債 ７,５００

計 ７７,３００

起 債 の 方 法 利 率

普 通 貸 借
( 証 書 借 入 )
又 は
証 券 発 行

(ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る場合は、利率見
直しを行った後に
おいては、当該見
直 し 後 の 利 率 )

起 債 の 目 的 限 度 額
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年以内 年以内

左 の う ち
据 置 期 間

償 還 方 法

政府資金について
は、その融資条件
により、その他の
場合には、その債
権者と協定するも
のによる。ただ
し、村財政の都合
により据置期間及
び償還期限を短縮
し、もしくは繰上
償還又は借換えす
ることができる。

政 府

地方公共団体
金 融 機 構

そ の 他

３０ ５

半年賦又は年
賦元利均等、
元金均等又は
満期一括償還

償 還 の 方 法

そ の 他資 金 区 分 償 還 期 限
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 １　総　括
（単位 : 千円）

1 分担金及び負担金 625 365 260

2 使用料及び手数料 47,570 47,855 △285

3 国庫支出金 29,650 19,520 10,130

4 繰入金 136,784 139,259 △2,475

5 諸収入 2 46 △44

6 村債 77,300 51,700 25,600

291,931 258,745 33,186

  款 比　　　較本年度予算額 前年度予算額

　　（歳　入）

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

歳　　入　　合　　計
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1 下水道費 175,026 148,507 26,519

2 公債費 116,805 110,138 6,667

3 予備費 100 100 0

291,931 258,745 33,186

  （歳　出）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額款 比　較

歳　出　合　計

―  214  ―



（単位 : 千円）

29,650 47,000 625 97,751

30,300 86,505

100

29,650 77,300 625 184,356

国庫支出金 府支出金

本 　　年　　 度　　 予　　 算　　 額　　 の　　 財　　 源　　 内　　 訳

地方債

特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源

その他
一　般　財　源
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2  歳　入
(款) 1 分担金及び負担金 (項) 1 分担金

 1 分担金 2 2 0

2 2 0

(款) 1 分担金及び負担金 (項) 2 負担金

 1 受益者負担金 623 363 260

623 363 260

(款) 2 使用料及び手数料 (項) 1 使用料

 1 下水道使用料 47,570 47,855 △285

47,570 47,855 △285

(款) 3 国庫支出金 (項) 1 国庫補助金

 1 下水道費国庫補助金 29,650 19,520 10,130

29,650 19,520 10,130

(款) 4 繰入金 (項) 1 繰入金

 1 一般会計繰入金 136,784 139,259 △2,475

136,784 139,259 △2,475

(款) 5 諸収入 (項) 1 村預金利子

 1 村預金利子 1 1 0

1 1 0

(款) 5 諸収入 (項) 2 雑入

 1 雑入 1 45 △44

1 45 △44

下水道事業特別会計

計

計

比　較本　年　度 前　年　度目

計

比　較本　年　度 前　年　度目

計

比　較本　年　度 前　年　度目

計

比　較本　年　度 前　年　度目

計

比　較本　年　度 前　年　度目

計

比　較本　年　度 前　年　度目

目 本　年　度 前　年　度 比　較
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（単位：千円）

 1 現年度分 1 現年度分

 2 滞納繰越分 1 滞納繰越分

（単位：千円）

 1 現年度分 622 現年度分

 2 滞納繰越分 1 滞納繰越分

（単位：千円）

 1 現年度分 47,569 現年度分

 2 滞納繰越分 1 滞納繰越分

（単位：千円）

 1 下水道費補助金 29,650 社会資本整備総合交付金

（単位：千円）

 1 一般会計繰入金 136,784 一般会計繰入金

（単位：千円）

 1 預金利子 1 預金利子

（単位：千円）

 1 雑入 1 雑入

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

区　　分
説　　   明

節

金   額
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(款) 6 村債 (項) 1 村債

 1 下水道債 77,300 51,700 25,600

77,300 51,700 25,600

下水道事業特別会計

計

本　年　度目 前　年　度 比　較
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（単位：千円）

 1 公共下水道事業債 36,500 公共下水道事業債

 2 流域下水道事業債 3,000 流域下水道事業債

 3 資本費平準化債 30,300 資本費平準化債

 5 公営企業会計適用 7,500 公営企業会計適用債

債

区　　分
説　　   明

節

金   額
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3  歳　出

(款) 1 下水道費 (項) 1 下水道総務費

 1 一般管理費 23,902 31,299 △7,397 7,500 16,402

23,902 31,299 △7,397 7,500 16,402

(款) 1 下水道費 (項) 2 下水道建設費

 1 下水道建設費 82,917 46,617 36,300 29,650 36,500 625 16,142

 2 流域下水道建設費 3,000 3,346 △346 3,000

85,917 49,963 35,954 29,650 39,500 625 16,142

下水道事業特別会計

計

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

本 年 度 前 年 度

その他

特　定　財　源

地方債

本 年 度 の 財 源 内 訳    

比　　較目

比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目
一般財源

府支出金

本 年 度 前 年 度

国庫支出金 地方債 その他

特　定　財　源
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（単位：千円）

 2 給料 2,693   下下水水道道管管理理事事務務費費 1122,,443311

 3 職員手当等 2,182      普通旅費 26

 4 共済費 854      消耗品費 14

 7 報償費 88      燃料費 102

 8 旅費 26      修繕費 145

10 需用費 261      保険料 48

11 役務費 67      手数料 19

12 委託料 14,581      下水道事業法適化支援業務委託料 7,587

18 負担金、補 90      下水道事業公営企業会計システム保守委託料 1,340

助及び交付      日本下水道協会負担金 60

金      大阪府下水道協会会費 5

21 補償、補填 1      大阪府下水道事業促進協議会負担金 10

及び賠償金      水洗便所改造資金助成金 15

22 償還金利子 50      損失補償金 1

及び割引料      使用料過年度還付金 50

26 公課費 3,009      自動車重量税 9

     消費税 3,000

  下下水水道道使使用用料料徴徴収収経経費費 55,,665544

     下水道使用料事務委託料 5,654

  受受益益者者負負担担金金徴徴収収経経費費 8888

     報償金 88

  職職員員人人件件費費 55,,772299

     一般職給 2,693

     職員手当等 2,182

     職員共済組合等負担金 854

（単位：千円）

 8 旅費 20   下下水水道道建建設設費費 8822,,991177

10 需用費 70      普通旅費 20

12 委託料 34,374      消耗品費 70

14 工事請負費 48,453      下水道管移設検討業務委託料 3,850

     下水道実施設計委託料 30,524

     汚水管渠布設等工事 48,453

18 負担金、補 3,000   流流域域下下水水道道事事業業建建設設負負担担金金経経費費 33,,000000

助及び交付      流域下水道建設費負担金 3,000

金

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

3  歳　出

(款) 1 下水道費 (項) 1 下水道総務費

 1 一般管理費 23,902 31,299 △7,397 7,500 16,402

23,902 31,299 △7,397 7,500 16,402

(款) 1 下水道費 (項) 2 下水道建設費

 1 下水道建設費 82,917 46,617 36,300 29,650 36,500 625 16,142

 2 流域下水道建設費 3,000 3,346 △346 3,000

85,917 49,963 35,954 29,650 39,500 625 16,142

下水道事業特別会計

計

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

本 年 度 前 年 度

その他

特　定　財　源

地方債

本 年 度 の 財 源 内 訳    

比　　較目

比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目
一般財源

府支出金

本 年 度 前 年 度

国庫支出金 地方債 その他

特　定　財　源
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(款) 1 下水道費 (項) 3 下水道管理費

 1 公共下水道管理費 22,497 31,172 △8,675 22,497

 2 流域下水道管理費 42,710 36,073 6,637 42,710

65,207 67,245 △2,038 65,207

(款) 2 公債費 (項) 1 公債費

 1 元金 103,961 95,700 8,261 30,300 73,661

 2 利子 12,696 14,290 △1,594 12,696

 3 一時借入金 148 148 0 148

116,805 110,138 6,667 30,300 86,505

(款) 3 予備費 (項) 1 予備費

 1 予備費 100 100 0 100

100 100 0 100

下水道事業特別会計

計

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

本 年 度 前 年 度

その他

特　定　財　源

地方債

本 年 度 の 財 源 内 訳    

比　　較目

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

本 年 度 前 年 度

その他

特　定　財　源

地方債

本 年 度 の 財 源 内 訳    

比　　較目

前 年 度

国庫支出金 府支出金 その他

特　定　財　源
一般財源

地方債

比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度
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（単位：千円）

10 需用費 4,192   公公共共下下水水道道維維持持管管理理費費 2222,,449977

11 役務費 360      消耗品費 238

12 委託料 15,506      光熱水費 1,954

13 使用料及び 311      修繕費 2,000

賃借料      通信運搬費 360

14 工事請負費 2,000      施設維持管理委託料 15,453

15 原材料費 128      ガス検知器メンテナンス業務委託料 53

     マンホールポンプ閲覧サービス利用料 311

     維持補修工事 2,000

     加工用原材料費 128

18 負担金、補 42,710   処処理理場場維維持持管管理理費費 4422,,771100

助及び交付      流域下水道維持管理負担金 42,710

金

（単位：千円）

22 償還金利子 103,961   下下水水道道事事業業償償還還元元金金 110033,,996611

及び割引料      償還金 7,160

     村債元金償還金 96,801

22 償還金利子 12,696   下下水水道道事事業業償償還還利利子子 1122,,669966

及び割引料      村債利子償還金 12,696

22 償還金利子 148   下下水水道道事事業業会会計計一一時時借借入入金金利利子子 114488

及び割引料      一時借入金利子 148

（単位：千円）

29 予備費 100   予予備備費費 110000

     予備費 100

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

節

説　　   明

(款) 1 下水道費 (項) 3 下水道管理費

 1 公共下水道管理費 22,497 31,172 △8,675 22,497

 2 流域下水道管理費 42,710 36,073 6,637 42,710

65,207 67,245 △2,038 65,207

(款) 2 公債費 (項) 1 公債費

 1 元金 103,961 95,700 8,261 30,300 73,661

 2 利子 12,696 14,290 △1,594 12,696

 3 一時借入金 148 148 0 148

116,805 110,138 6,667 30,300 86,505

(款) 3 予備費 (項) 1 予備費

 1 予備費 100 100 0 100

100 100 0 100

下水道事業特別会計

計

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

本 年 度 前 年 度

その他

特　定　財　源

地方債

本 年 度 の 財 源 内 訳    

比　　較目

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

本 年 度 前 年 度

その他

特　定　財　源

地方債

本 年 度 の 財 源 内 訳    

比　　較目

前 年 度

国庫支出金 府支出金 その他

特　定　財　源
一般財源

地方債

比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度
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給与費明細書



１．一般職
（１）総括 （単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬 給料 職員手当 計

本年度 1(0) - 2,693 2,182 4,875

△ 977 △ 5,661比　較 △1(0) - △ 2,759 △ 1,925 △ 4,684

854 5,729
前年度 2(0) - 5,452 4,107 9,559 1,831 11,390

職員手当
の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当

前年度 318 346 - -

通勤手当
特殊勤務

手当

本年度 0 162 - - 190 -
345 -

比　較 △ 318 △ 184 - - △ 155 -

本年度 744 - 1,086 - -

区　　分
時間外

勤務手当
管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

単身赴任
手当

退職手当

比　較 △ 3 - △ 1,265 - -
前年度 747 - 2,351 - -

職員手当 計

本年度 1(0) - 2,693 2,182 4,875

（単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬 給料

854 5,729

通勤手当
特殊勤務

手当

比　較 △1(0) - △ 2,759 △ 1,925 △ 4,684

-162 - - 190

前年度 2(0) - 5,452 4,107 9,559 1,831 11,390
△ 977 △ 5,661

前年度 318 346 - - 345 -
本年度

-

区　　分
時間外

勤務手当
管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

単身赴任
手当

退職手当

比　較 △ 318 △ 184 - - △ 155

0

前年度 747 - 2,351 - -
本年度 744 - 1,086 - -

（単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬

比　較 △ 3 - △ 1,265 - -

給料 職員手当 計

職員手当
の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当

-
前年度 - - - - - -

本年度 - - - - - - -
前年度 - - - - - - -

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当

比　較 - - - - -
 ※ 職員数欄（　）内は、パートタイム会計年度任用職員数を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

比　較 - - - - -
前年度 - - - - -

本年度 - - - - -

区　　分

本年度 - - - - -

-

 ※ 職員数欄（　）内は、暫定再任用短時間職員、任期付短時間職員及びパートタイム会計年度任用職員数を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

 ※ 職員数欄（　）内は、暫定再任用短時間職員及び任期付短時間職員を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

比　較 - - - - -

時間外
勤務手当

管理職特別
勤務手当

期末手当
単身赴任

手当
退職手当

- -

職員手当
の内訳
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退職による減 △ 1,971

昇給による増 38

8

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

ア　全職員
区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考

（単位：千円）

その他の
増減分

報　酬 -

報酬改定
に伴う
増減分

給　料 △ 2,759 

給与改定
に伴う
増減分

36

その他の
増減分

△ 2,876 退職による減 △ 2,876

昇給に
伴う

増加分
81

人事院勧告による増 36

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考
イ　会計年度任用職員以外の職員

職員手当 △ 1,925 
その他の
増減分

△ 1,933

（単位：千円）

制度改正
に伴う
増減分

8

退職による減 △ 2,876

人事院勧告による増

給　料 △ 2,759 

その他の
増減分

△ 2,876

昇給に
伴う

増加分
81

給与改定
に伴う
増減分

36 人事院勧告による増 36

その他の
増減分

△ 1,933

職員手当 △ 1,925 

制度改正
に伴う
増減分

8

昇給による増 38

退職による減 △ 1,971

ウ　会計年度任用職員
区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考

（単位：千円）

その他の
増減分

職員手当 -

制度改正
に伴う
増減分

その他の
増減分

報　酬 -

報酬改定
に伴う
増減分

人事院勧告による増 8
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-

3 0 0.0 3 - -

計 2 100 計 - -

1 1 50 1 - -

-

4 0 0.0 4 - -

-

6 0 0.0 6 - -

令和4年
　4月1日現在

7 0 0.0 7 -

5 0 0.0 5 -

2 1 50 2 -

-

3 0 0.0 3 - -

計 1 100 計 - -

1 0 0.0 1 - -

-

4 0 0.0 4 - -

-

6 0 0.0 6 - -

令和5年
　4月1日現在

7 0 0.0 7 -

5 0 0.0 5 -

2 1 100 2 -

　ウ　級別職員数

区　　分

行　政　職 任期付職員

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

高校卒 154,600 154,600

大学卒 185,200 185,200

※ 任期付職員とは、一般職の職員の給与に関する条例第3条の3給料表の適用を受ける職員【以下同じ】

※ 平均給与月額は、給料、職員手当（扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当）の平均値

　イ　初任給

区　分 行政職（円）
国の制度（円）

行政職（円）

-

-

職員数 任期付職員

令和5年4月1日
現在

平均給料月額（円）

1

224,417

-

-

平均給与月額（円） 253,750

平均給与月額（円） 269,208 -

平均年齢（歳） 38歳4月 -

-

平均年齢（歳） 34歳1月 -

（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　分 職員数 行　政　職

令和4年4月1日
現在

平均給料月額（円）

2

227,167
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（級別の標準的な職務内容）

区　分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

行　政　職

主事、技
師、主事補
又は技師補
の職務

相当の経験
を必要とす
る主事又は
技師の職務

主査の職務 係長の職務 課長代理の
職務

課長の職務 部長の職務

任期付職員

主事又は技
師の職務

相当の経験
を必要とす
る主事又は
技師の職務

主査の職務 係長又は相
当の経験を
必要とする
主査の職務

課長代理の
職務

課長の職務

―

※4級は係長級を含む

 (単位：人）

0

　4号級 1

　5号級

0

　1号級 0

　2号級 0

　3号級 0

　4号級 2

　5号級

前年度

職 　員　 数  　 (Ａ） 2

昇給に係る職員数（Ｂ） 2

　6号級 0

比率（Ｂ）/（Ａ）（％） 100%

号級数別
内訳

　エ　昇給

区　　　　　　分
代表的な職種

行　政　職

本年度

職 　員　 数  　 (Ａ） 1

昇給に係る職員数（Ｂ） 1

0

　6号級 0

比率（Ｂ）/（Ａ）（％） 100%

号級数別
内訳

　1号級 0

　2号級 0

　3号級
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（単位：月分）

支給期別支給率

6月 12月

(1.15) (1.15) (2.3)

2.2 2.2 4.4

(1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45

(1.15) (1.15) (2.3)

2.2 2.2 4.4

※（　）は再任用職員の支給率

（単位：月分）

　ク　特殊勤務手当

扶　養　手　当 同じ

住　居　手　当 同じ

通　勤　手　当 同じ

区　　　　分 国の制度との異同

支 給 対 象 職 員 数 1人

国の指定基準に基づく支給率 6%

支 給 総 額 に 対 す る 比 率 -

支 給 対 象 職 員 の 比 率 -

代表的な特殊勤務手当の名称 -

　ケ　その他の手当

　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域 全地域

支 給 率 6%

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

＊2％～45％　加算

その他の加算措置等

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

＊2％～20％　加算

区　分
２０年勤続

の者
２５年勤続

の者
３５年勤続

の者
最高限度

国の制度
(支給率等)

前年度 有

国の
制度

有

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　オ　期末手当・勤勉手当

区　分 支給率計
職制上による段階、職務の

級等による加算措置

本年度 有
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期 間 金 額

3,587

4,000

9,772
令和３年度から
令和４年度まで

2,538

下 水 道 事 業 法 適 化 条 例 策 定 等 支 援 業 務

限 度 額

千早赤阪村下水道事業財務会計システム導入等
業務

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

事 項

下 水 道 事 業 法 適 化 支 援 業 務

前年度末までの支出見込額
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（単位：千円）

期 間 金 額 国府支出金 地 方 債 そ の 他

令和５年度 3,587 3,500 87

令和５年度 4,000 4,000 0

令和５年度から
令和９年度まで

7,234 7,234

当該年度以降の支出予定額
左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

期 間 金 額

3,587

4,000

9,772
令和３年度から
令和４年度まで

2,538

下 水 道 事 業 法 適 化 条 例 策 定 等 支 援 業 務

限 度 額

千早赤阪村下水道事業財務会計システム導入等
業務

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

事 項

下 水 道 事 業 法 適 化 支 援 業 務

前年度末までの支出見込額
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６０３,８３０ ５５９,８２５

３８,６２４ ２９,３８２

４７,１２９ ４５,３６２

２７６,８２４ ２８８,６４２

０ ０

９６６,４０７ ９２３,２１１合 計

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

公 共 下 水 道 事 業 債

区 分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末 現 在
高 見 込 額

公 営 企 業 適 用 債

特定環境保全公共下水道事業債

資 本 費 平 準 化 債

流 域 下 水 道 事 業 債
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（単位 千円）

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中 元
金 償 還 見 込 額

３６,５００ ６５,３７４ ５３０,９５１

０ ７,１８９ ２２,１９３

３,０００ ４,６０２ ４３,７６０

３０,３００ １９,６０６ ２９９,３３６

７,５００ ０ ７,５００

７７,３００ ９６,７７１ ９０３,７４０

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込

６０３,８３０ ５５９,８２５

３８,６２４ ２９,３８２

４７,１２９ ４５,３６２

２７６,８２４ ２８８,６４２

０ ０

９６６,４０７ ９２３,２１１合 計

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

公 共 下 水 道 事 業 債

区 分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末 現 在
高 見 込 額

公 営 企 業 適 用 債

特定環境保全公共下水道事業債

資 本 費 平 準 化 債

流 域 下 水 道 事 業 債
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